
〔研究ノート：

環境政策とアメリカ議会の動向＊

一
酸性雨と需給近接性の逆転

山　田　健　治

1．本稿の目的

　1973年の第一次石油シ・ック以降，経済政策の基盤は次のように大きく

変化した。

　我々を取り巻く経済は，高エントロピー経済から低エントロピー経済へと

変化した。また，これまで生産の拡大が重視されてきたが，資源の節約に重

点がおかれるようになった。さらに，経済の各主体が，国家のような単一な

ものだけでなく，個人を無視できなくなって，多様化してきた。

　以上のような基盤変化の結果として，国民経済中心の考え方より，世界経

済の視点から国民経済を見直すようになってきた。特に，環境面では，「か

けがえのない地球」いという考え方が重視されるようになり，国内の効率性

を追求する経済政策から，地球環境の保全も考慮に入れた経済政策に転換せ

ざるを得なくなった。また，公平を重視した考え方への転換も不可欠であっ

た。

　本稿では，拙稿の「酸性雨’1・Acid　Rain）」2の分析を「需給の近接性」3）との

　　　　　　　　　　　　　　　　　　つ関係で議論して，需給の近接性の逆転という観点から広域的な環境問題に新
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しい視点を導入する。

　酸性雨は，越境公害’．・Transborder　PoHutionの代表的なものである。境界

は，州のこともあれば国のこともある。汚染者が，汚染源を大気中に無制限

に放出すれば，被汚染者の生産コストは，相対的に上昇する（汚染源は，長

期間を取れば，酸性雨となって地上に注ぎ，環境を破壊するが，いずれ内部

化されることになるからである）。

　例をもってこの効果を示してみよう。アメリカもカナダも木材の生産国で

ある。アメリカ西海岸では酸性雨の被害は小さく，カナダの東部ではアメリ

カからの排出ガスから発生する酸性雨により森林に被害があるといわれてい

る。

　アメリカ西海岸の木材のコストは，酸性雨のためにカナダ産木材に比較し

て相対的に低くなり，前者は後者に対して比較優位を持つことになる。した

がって，カナダはアメリカから木材を輸入することになるであろう。

　輸送コストを考慮すれぽ，カナダは自国の木材を利用するはずである。す

なわち，需給の近接性が満たされているはずである。酸性雨のために，その

近接性が逆転したのである。本稿の第一の目的は，酸性雨と需給近接性の逆

転を解明することである。

　第二の目的は，アメリカの立法プロセスと酸性雨対策との関係について分

析を試みることである。アメリカの環境政策の主体が多様化している。例え

ぽ，環境団体のシェラクラブ，エネルギー省，環境保護庁，各州の議員，電力

会社などの各種の利益団体は，アメリカの環境政策の形成に多種多様に関わ

ってきている。これらの団体は，予算，立法のプロセスと絡み合っている。

2．「エソバイロメンタル・エリア」の

　概念について

国際金融の理論に「カレンシー・エリア」の理論がある。上記の木材の輸
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出入のケースでは，貿易はアメリカ・ドルとカナダ・ドルで決済された。酸性

雨によってカナダの木材輸出が減少することになった。

　カナダが変動相場の下にあれぽ，カナダ・ドルは輸出不振（木材のアメリ

カからの輸入増大により）によって下落することになる。したがって，環境

問題は為替相場の変化によって吸収されてしまうことになる。しかし，人々

が成長や所得を多少犠牲にしても，環境の保全を求めれぽ4ノ，これは為替相

場による調整によっては解決しないことになる。すなわち，酸性雨によっ

て，需給近接性は逆転したが，為替相場による調整によって需給近接性が作

用するようになる。しかし，酸性雨の影響が長期間続けぽ，カナダの森林は

木材生産の基盤を失うので，アメリカが木材の供給者となることになる。酸

性雨のような広域汚染は，所得補償原理によっては解決が困難である。

　拙稿でこれまで分析したところによれぽ5／／，アメリカ国内の酸性雨への対

策は，西部と東部，石炭業界，電力業界や鉱工業とエコロジー派との意見調

整や，各州間の調整に時間がかかっている。いわぽ，国内の所得の再分配が

問題となっている。

　カレンシー・エリアの観点よりすれぽ，いずれも同一地域内にあり，国民

の合意として連邦政府による大規模な環境対策設備投資が公共事業としてな

されれぽ，発生源は押えられる。しかし，財政難の昨今，巨額の支出が簡単

に認められそうにもないことから（市場メカニズムが重視されることから），

汚染発生源者がコストを支払い，実質的には消費者ヘコストが転嫁されると

いうことになる。

　emission　permitsは，組成が複雑な酸性雨の場合には，それぞれの汚染

者に市場メカニズムで汚染権を配分することは困難なので，適用が無理では

ないのか。それ故，各汚染者に対して選択的な排出量規制が割当てられるこ

とになる。北部のような所得の落ち込んでいる地域への負担は，アメリカ全

体で支えるという合意の形成がなけれぽ，行政サイドによる酸性雨への対応

は成功しない。
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　尤も汚染排出規制はきびしくあるべきだとするオハイオ州が，独立した通

貨を保有して，他地域に対して変動相場制を取れば，上記のカナダとアメリ

カの木材のケースのようにして所得面での解決はできるであろう。しかし，

アパラチアの高硫黄炭の生産地域が、独立した通貨圏を形成しても，酸性雨

対策のため低硫黄炭への需要が集中すれば，閉鎖，労働力の移動という形で

長期的に解決されることになる。生産要素の移動性が高けれぽ，通貨圏によ

る所得面での解決策は，エンバイロメンタル・エリアを設定する広域的な行

政による合意形成よりも優れているといえよう。

　行政による「30パーセント・クラブ」の結成は6，それまでの交渉コスト

と今後のモニタリングと費用配分をどうするかという点で，行政の肥大化が

問題となろう。

3．アメリカ環境政策の形成プロセス

　環境政策主体が多様化したと前述した。しかし，その中でも政府の果たす

役割は大きい。ここでぱ，Carroll7に従ってアメリカとカナダの酸性雨交渉

に関する主体をそれぞれ紹介し，続いて，アメリカの立法プPセスと酸性雨

に関する法案について述べる。

（1）政策主体の構成者

　政策主体は，大別して，政府（連邦政府，州レベル），市民組織　さらに

メディアに区分される。以下では，それぞれについてアメリカと，それに対

応するカナダについて紹介する。

　アメリカ側では，連邦政府については，官吏が最小の主体となる。国務省，

さらに環境保護庁、EPA）が主体としては重要である。　EPAはIJC・．lnterna－

tiona1　Joint　Commission：，への主な貢献者である。　EPAには，カナダの環境問

題担当官がいて，オタワにあるアメリカ大使館において情報収集活動に従事
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している。

　その他，内務省や農務省などが同様の役割を演じている。

　州政府は，連邦政府へ酸性雨対策を強く働きかけている。

　カナダ側は，連邦政府については，外務省のアメリカ局の下に越境関係部

があり，IJCと強く関わりを持っている。また，ワシントンのカナダ大使館

の「オタワ・グループ」が，アメリカの立法府や外交官などとの交渉や情報

収集網を持っている。

　環境省では，「アメリカ・グループ」をチャネルにして，アメリカEPAや

内務省とコンタクトを取っている。

　民間機関と考えられる各種の団体8が公共政策に与える影響は大きく，そ

の背後には，利益団体がバックアップしているのである。

　次に大きな影響を持つのは法人である。アメリカの企業は，自己の利益を

守る活動に力を入れているが，カナダはどちらかというと政府規制が強く，

大衆へのロビーイングはしない。酸性雨については，精錬業者，発電所，パ

ルプ工場，石油精製所などが法人の政策主体である。

　次に重要な役割を果たすのが，メディアである。新聞，テレビなどさまざ

まなメディアが存在するが，メディアにはバイアスが入ることに注意しなけ

れぽならない。特に，それが酸性雨対策への賛成派，反対派のそれぞれに政

策形成のために意図的に使用される場合には，問題が大きい。

　また，アメリカではメディアぱ国内中心に扱われて，越境問題は部分的に

しか取り上げられない。カナダ側からすれぽ，メディアは酸性雨についての

知識を広めるのに役立っているが，メディアで酸性雨対策が強調されれぽさ

れる程，逆に自国の環境保護対策の強化が要求されるという面も否定できな

い。

（2）アメリカの立法プロセス9：

アメリカの酸性雨への対応のメカニズムを知るにぱ，アメリカの立法プロ
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セスを知ることが有益である。立法プロセスは，次のようになされる。

　a．議員に法案を導入するように，地元の支持者が要求する。

　b．議会のlawmakerによって法案のドラフトが作成される。

　C．議員によって取り上げられた法案は，委員会‘committee・or・subcommit・

　　tee、へ検討のためにまわされる。まわされた法案は，次の三つに分け

　　られる。

　　　（i）取り上げられるもの

　　　（ii）取り上げられるが，委員会の中で消滅するもの

　　　GiD取り上げられて報告書になるもの

　d．ロビイストが法案の成立や消滅に働きかける。

　e．委員会の公聴会、　hearing　／におけるwitneSs　teStimOny。

　f．下院岨ouse　of　Representatives）での議論，修正、amendments’。

　g．下院でパスした法案について上院議員が調査する。

　h．上院、Senate／・の委員会での法案の書き直し。

　i．修正法案の上院の通過。

　j．法案は上院の検討委員会c・nference　committeeへ送られる。

　k．上院と下院の妥協の下に修正された法案が国会Icongress．で承認さ

　　れる。

　1．大統領の署名によって，billからlawとなる。

　以上の一連のプロセス中で我々が資料として入手できるものは，ヒアリン

グの記録以外に，各種の議会の刊行物がある10。

　また，各法案の進行状況はアメリカン・センターのコンピューター端末か

らのサービスによってチェックできる。1986年8月15日現在では，酸性雨

関係で29の法案ll・がある（法案全体の数は1万818である）。

　これら29の法案のどれが修正されて最終的に法として成立するか未定で

あるが，かなりの時間と労力が投入されている。そのプPセスにおいて，各
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政策主体の間で合意が形成されてゆく。

4．まとめと今後の研究課題

　技術や経済与件の変化が需給の近接性を逆転させるし，さらに需給の近接

性が重要になる場合もある。経済政策主体の行動が各利益団体の行動を代弁

して12），この逆転のプロセスに大きな影響を与える。

　本稿では，広域的な環境政策の代表として知られている酸性雨について，

需給近接性の概念と政策への与件や政策決定プロセスを解説した。

　アメリカ国内における立法プロセスは本稿で紹介されたが，カナダとアメ

リカとの間の政策決定過程の分析が今後なされねぽならない。この分析に

は，今後，両国が酸性雨の対策についてどう合意するか，現実の動向が重要

である。さらに，ヨーロッパの「30パーセント・クラブ」がうまく機能する

のかなどの，現実の進展を見守らざるを得ない。

　酸性雨の効果がアメリカとカナダで需給の近接性の逆転現象にどう影響す

るかは，価格や数量への効果の推定値が得られにくいという面があり，今後

の研究成果の発表に負うところが大である。

　〔註〕

1）最近の出版物の中では，レスターR，ブラウン編著，本田幸雄監訳：地球白書

　　　持続可能な社会をめざして　　○福武書店L1986年）がこの問題を包括的に

　取り扱っている。この中の一章に酸性雨も加えられている。

2）拙稿「酸性雨の経済的なインパクト」：岐阜経済大学論集』第19巻第2号，1985

　年，同「酸性雨をめぐる国際交渉　　アメリカとカナダのケース　　」同上誌，第

　20巻第1号，1961年，同「酸性雨の政策問題　　アメリカとカナダのケース　　」

　同上誌，第20巻第2号，1986年。

3）　需給近接性の詳しい考え方については、藤井隆「職住近接性の逆転現象について

　　　一般論としてのアプローチ　　」調査と資料：（名古屋大学経済学部附属経済

　構造分析資料センター）第82号を参照のこと。

4）最近の「森林浴」へのあこがれとか．総合的な森林と水の保全への政策転換など
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　　　がこの事例であろう一

　5　註2の諸論文を参照のこと、また，各種のアメリカ下院のヒ71）ングの内容に

　　　も詳しく記されている．

　6　レスターR．ブラウン、前掲書，邦訳160ペーシ。「司書が指摘する、代替エネ・L

　　　午．一の利用　例えば．京．」’・力や天然ガス化の推進になるのであろうが、資源のリ

　　　サイクリングはいずれも市場メカニズムの中で考えられねばならず．どこまで実際

　　　の政策となるかは疑問である。その意味からすれば．エンパイ・メンタノレ・エリア

　　　の概念は、環境政策意志決定フ．ロセスの中で取りヒげられにくいものであろう。そ

　　　こに．広域汚染問．題のむずかし、さがある。

　7／　Carroll，　Environ〃n‘entat∠）iP！on？ac．x’，　The　University　of　Michigan　Press，1983，

　　　PP．9－28．

　81　多くの団体があるが，次のようなものがあげられている。

　　　　〔1）　アメリカ側でix次のようである。

　　　　　　　National　Audubon　Societ＼，　the　Sierra　Club、　Friends　of　the　Earth、　the

　　　　　　　National　Parks　and　Conservation　Association，　the　Izaak　Walton

　　　　　　　League．　the　Wilderness　Society，　the　Joint　Canada・U．S．　Environment

　　　　　　　Committee．CUSEC．

　　　　②　カナダ側の組織はアメリカに比較すると規模は・」・さいが，以下のものがあ

　　　　　　る。

　　　　　　　the　Canadian　Nature　Federation，　Pollution　Probe．．Energy　Probe，　the

　　　　　　　Canadian　Environmental　Law　Association、　Scienti丘c　Pollution　and　En－

　　　　　　　vironmental　Control　Societv．　the　Sierra　Club．　Friends　of　the　Earth

　　　　　　　Canada．

　　　　両国間の合同協力も進んでいる。例えば，Great　Lakes　Tomorrow　in　the　U．S．

　　　やConservation　Council　of　Ontario，啓蒙的なCanadian　Coalition　Against

　　　Acid　Rainなどがある。

　9）　　LVo　rld　，N「ei（’s　and　Ib〃∂　Rel）oが，　June　28．1985　：こよる。

10　’／　詳し．くは，Joe　Morehead．　fntroduction　to　Unite’d　States　P2めlic　Doc2↓　nl　E，　1ヱ　ts

　　　（13rd　ed．　t－Libraries　Unlimited、　Inc．，1983．を参照のこと。

11‘29の法案の法案ナンバー，後援者　sponsor，タイトiV　，初出日は各et欠のよ

　　　うである。

　　　こ）　H．R．8　Howard：D－NJ　……Water　Quality　Renewal　Act　of　1985，　Jan．3、

　　　　　　　1985

　　　②　HR．1030　Conte．R－MA　・・・…National　Acid　Deposition　Control　Act　of

　　　　　　　1985，Feb．7、1985
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HR！162　Green　R－NY　・…・・National　Acid　Deposition　Control　Act　of

　　l985，　Feb．20、1985

HR．1414　Green　R－NY　……National　Acid　Depostion　Control　Act　of

　　ユ985，lIarch　5，1985

H．R．2319　Fugua．D－FL　……Environmental　Research，　Development，　and

　　Demonstration　Authorization　Act　of　1985，　May　2．1985

HR　2679　UdalいD－AZ　……Acid　Deposition　Control　Act　of　1985、　June

　　5，1985

H，R．2876　Gejdenson（D－CT／　……Consumer　Products　Energy　Efficiency

　　Amendments　of　1985，　June　26、1985

HR．2900　Conte（R－MA　．）……Clean　Air　Act，　Amendment，　June　27，1985

H．R2918　Rinaldo（：R－．NJ）……Acid　Rain　Control　Act　of　1985，　June　27，

　　1985

H．R．2963　Weaver　1．D－OR）……Endangered　Forests　Research　Act　of　1985，

　　July　lO，1985

H．R．3677　Solomon　c　R－NY：．……Acid　Deposition　Act，　Nov．　L　1985

H．R．3885　Pashavan　il’　R－CA　．）……California　Public　Lands　Conservation

　　and　Use　Act　of　1985，　Dec，9．1985

H．R．4042　Burton．　Sala，11D－CA‘……Studv　of　Acid　Rain　in　California、

　　Requirement、　Jan．23．1986

HR．4129　Scheuer［．D－NY．．……Acid　Precipitation　Control　Technology

　　Research　and　Demonstration　Act．　Feb．5．1986

H．R．4567　Sikorski．D－MN　……Acid　Deposition　Control　Act　of　1986、

　　Apri110，1986

H．R．4634　Scheuer：D－NY．．……Environmental　Research．　Development，

　　and　Demonstration　Authorization　Act　of　l986，　April　17．1986

H．R．4856　Regula　．R－OH　……New　Clean　Coal　Retrofit　Technologies，

　　Provisions　for　Commercialization．　May　20，1986

S．52　Stafford／IR－VT．・・…・Acid　Rain　Control　Act　of　1985，　Jan　3，1985

S．283　Mitchell、　George〔D－ME　……Acid　Deposition　Control　Act，　Jan．

　　24、1985

S．503　Proxmire〔D－WI’1‘……Acid　Deposition　and　Sulfur　Loadings　Re－

　duction　Act、　Feb．25、1985

S．1128　Chafee　i／R－RIl……Clean　Water　Act　Amendments　of　1985，　May

　　14、1985
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蓼　S．1360　Cranston　D－CA　……Consumer　Products　Energy　Ef五ciency

　　　Amendments　of　1985．　June　26、1985

8　S，1426　Humphrey・R－NH　……Clean　Air　Act，　Amendment，　July　ll、

　　　1985

⑪　S．1983　Kerry〔D－MA）……National　Acid　Rain　Control　Act　of　1985，

　　　Dec．18、1985

鐙　S．2003　Moynihan「D－NY∴・・…Acid　Rain　Control　Act　of　1986，　Jan．21．

　　　1986

⑳　　S，2188　Byrd，　Robert　CD－WV：……Electric　Generation　and　Industrial

　　　Energy　Development　Act　of　l986，　March　13，1986

已　S．2200　Mitchel1、　George　i　D－ME　……Acid　Deposition　Control　Act、

　　　March　18、1986

⑳　S．2203　Stafford〔：R－VTレ・・…New　Clean　Air　Act　of　1986，　March　18，

　　　1986

⑳　S．C．R．118　Dodd（D－CT）・・－Resolution　Requesting　the　President’s　En・

　　　dorsement　of　the　Findings　that　Acid　Rain　is　a　Serious　Environmental

　　　Problem，　March　l8，1986

最近の法案の動向についてB“、Co7igressional　Record　や　A　

cid　Precipitation

　Digestの各月号に紹介されているので参照されたい。例えぽ．　H．R．4567は自動車

　やトラックからの排出ガスの規制を強1ヒするもので，年間1000万トンまでに亜硫

　酸ガスの排出量を削減するとともに，1997年までに、窒素酸化物の排出量を400

　万トンにすることを目指している。しかしながら．自動車生産，高硫黄炭の生産，

　オハイオの工業地帯などの亜硫酸ガスの大量発生源の関係州の議員から反対を受け

　ている。さらに反対者は，電力料金の負担の問題に修正を求めている（Acid　Pre－

　　ciPitatiO’｝i　Digest．　Vol．4、　N　o．9，　Sep．1986，　p．73㌔

12）代弁者の例としてHR，　3400（1985）のClean　Air　Act　Reauthorization，　H361－

　4、1985の中の各業界や機関の主張を紹Aすると，次のようである。

　　Ohioの代表：

　　　オハイオの亜硫酸ガスの削減率は近年著しい。他の地域の亜硫酸ガスの排出量

　　と比較せずにオハイオのみに負担をかけることはおかしい。石炭産業に現実的で

　　ない負担をかけてはいけない失業の発生を考慮して欲しいノ。

　　West　Virginiaの代表：

　　　石炭産業が当地域に集中しているので、考慮して欲しい。石炭はエネルギー自

　　給の中核であるので，酸性雨の因果関係を明示せよ。
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　石炭産業には，すでに失業者が多いので，負担を公平にするような解決策を

望む。

National　Wildlife　Association：

　早期の亜硫酸ガスの削減を望む，

American　Lung　Association：

　亜硫酸ガスの削減には，費用の二とも考慮しつつ健康を優先するものでなけれ

ばならぬ。

National　Coal　Association：

　hearingの主張する亜硫酸ガス年間排出量1200万トンへの削減は，科学的な

説明が貧弱で，非常に費用が高い。この法案に，反対する。

TVA：

　汚染者負担原則に賛成。自主的な費用効果の選択によって対策を取り，消費者

に転嫁する。削減は，各州への比例的な削減であるべきだ。削減には賛成する

が，補助金は不要。

United　Mine　Workers：

　現在、30パーセントの失業率で，法案は失業を増加させるもので受け入れら

れない。

Alliance　for　Clean　Energy：

　t’石炭生産者，運輸業者，消費者から構成される）

　対策は、cost－effectiveであるべきだ。削減のスピードを落として，最も経済

的な削減とすべき。

National　Clean　Air　Coalition：

　法案の立脚する議論は，権威あるもので問題なし。汚染者負担原則は正しい。

消費者の費用負担も理にかなっている。

Edison　Electric　Institute：

　もっと情報が必要である。消費者への負担は20－25パーセントになるので，

法案に反対する。

Trout　Unlimited：1：マスの国際的な保存機関1

　マスへの酸性雨の影響は大きい。亜硫酸ガスの50パーセント削減をせよ。

Industrial　Gas　Cleaning　Institute：

　法案を支持する。石炭の輸送体制に問題があるため，大規模な低硫黄炭への転

換は支持できない。

Nevada　Power　Company：

　西部はアルカリ士壌が中心のため．酸性雨に強い。西部には，排出源泉がすく

ない。石炭火力は低硫黄炭を使用している。
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　西部が，東部の削減費用を負担するのには反対する．

Peabody　Holding　Co．　Coal　Mining　Compal〕y

　電力消費者の負担増，石炭生産再配置による失業の乗数的拡大法案は不公平

inequitable　である。
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